会計検査院の実地検査に係る公開請求への対応
請求対象文書

○実地検査の結果について（H21.9.11付会検第5局長→大阪府知事）
○国庫補助事業に係る事務費の経理について（H21.9.28付大阪府知事→会検第5局長）
会計検査院の意見

○最終的な検査結果でないもの（未成熟・精度不十分な情報）は公表（公開）しないことが受検庁の信頼の基礎となっており、公開すれば信頼関係の基礎が崩れ、受検庁からの資料提出や率直な意見交換等ができなくなり、会計検査が困難となる。
（具体的な支障）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①他の受検庁に対する会計検査の実施に支障を及ぼす。
②検査の着眼点や手法等が公になり、不適切な受検対応を容易にする。

③名古屋高裁判決（H4.2.26）
同様の文書公開請求に対して、愛知県公文書公開条例（国との信頼関係が害される場合、非公開とできる規定）に基づく知事の非公開決定は適法とされた事例

　　　
大阪府の意見

　①について

　・本件文書は検査官会議の最終議決以前のものであるが、会検からの照会内容に府が正式に「ご指摘のとおり」と回答したものであり、未成熟・精度不十分な情報とはいえない。
・会計検査結果を受検庁である府が公開することが、会計検査院と府及び他の受検庁の信頼関係を崩すことになるとは考えにくい。
　
　②について

　・本件文書に記録されている検査の着眼点や手法等は、受検庁に周知の事実であり、また会検HP（検査結果の国会報告）でも広く公表されており、公開することが、不適切な受検対応を招くことになるとは考えにくい。
　・むしろこれを参考にして、各自治体で内部調査が実施される事実があり、今後とも自主的な改善への取組につながるなどの効果が期待できる。
　③について

・大阪府情報公開条例では、「信頼関係」の規定は平成12年に改正され、現行条例には定めなし。
